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第１：勤務時間及び休暇等に関する事項 （市町）

１ 勤務時間の状況

１週間の正規の勤務時間は、全団体が３８時間４５分となっています。

また、全団体が休息時間を廃止しており、休憩時間についても全団体が１２時から１３時までの

１時間となっています。

育児・介護のための早出・遅出制度は全団体で導入しています。その他、フレックスタイム制度

を実施している団体はありません。

時間外勤務代休時間は全団体で導入しています。指定単位については２３団体（１２市１１町）

で７時間４５分又は４時間となっています。

２ 年次有給休暇の取得状況

一般職員の年次有給休暇の平均取得日数は、市が１０．７日（前年１０．３日 、町が９．３日）

（同９．２日 、全体では１０．５日（同１０．１日）となっています。）

平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日の実績【第１表】年次有給休暇の取得状況

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率
(A) (B) (C) (B)/(C) (B)/(A) 100×

市 317,516.9日 89,400.2日 8,338人 10.7日 28.2％

町 55,761.7日 13,420.8日 1,444人 9.3日 24.1％

計 373,278.6日 102,821.0日 9,782人 10.5日 27.5％

[年度の実績]【第２表】年次有給休暇取得状況の推移

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

市 10.5日 10.8日 10.8日 10.3日 10.7日

平均取得日数 町 9.7日 9.9日 9.7日 9.2日 9.3日

計 10.4日 10.7日 10.6日 10.1日 10.5日

市 27.0％ 28.3％ 28.1％ 26.9％ 28.2％

消 化 率 町 25.0％ 26.1％ 25.9％ 23.7％ 24.1％

計 26.7％ 27.9％ 27.7％ 26.4％ 27.5％

３ 病気休暇制度の内容

私傷病による病気休暇の期間の上限は、１４市町で、国（平成２３年１月に改正）と同様に９０

日であり（疾患による特例なし 、その他の市町は、原則９０日で、悪性新生物等の特定疾患は１）

８０日、結核性疾患は１年の特例ありとなっています。

４ 特別休暇等の導入状況

第３表は、国と同様の特別休暇等の導入状況、第４表は、地方公共団体独自の特別休暇等の導入

状況です。特別休暇とは、特別の事由により職員が勤務しないことが相当な場合に認められる休暇

で、地方公務員法第２４条第６項の規定に基づき「職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例」

に規定されています。それに対して 「職務専念義務免除」とは、地方公務員法第３５条の規定に、

基づき勤務時間中に課せられている職務専念義務が法律又は「職務専念義務の免除に関する条例」

の規定により免除されるものです。
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（平成２８年４月１日現在） （単位：団体）【第３表】国と同様の特別休暇等の導入状況

国と異なる内容
制 期間、対象が 期間、対象が

度 国と同様 国と異なる項 目
な種 類
し 休暇 職免 その他 休暇 職免 その他 期間 対象 両方

251 公民としての権利を

行使する場合

裁判員、証人等とし

252 て国会等に出頭する

場合

253 骨髄提供者となる場合

254 ボランティア活動に

参加する場合

21 ４ ４5 結婚する場合

19 ６ ６6 産前の場合

257 産後の場合

24 １ １8 保育時間の場合

259 妻が出産する場合

24 １ １1 0 育児参加をする場合

20 5 511 子の看護をする場合

24 １ １12 短期の介護をする場合

24 １ １13 親族が死亡した場合

23 ２ ２14 父母を追悼する場合

７ 18 1815
夏季における心身の健康

の維持・増進等の場合

災害により滅失等し

2516 た住居の復旧作業等

の場合

災害・交通機関の事

2517 故等により出勤が著

しく困難な場合

災害時に退勤途上の

2518 身体の危険を回避す

る場合
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（平成２８年４月１日現在） （単位：団体）【第４表】地方公共団体独自の特別休暇等の導入状況

制度あり 制
項 目 度

有給・無給の別 な
種 類 休暇 職免 その他 し

有給 無給

25 25１ 職員団体の事務従事 いわゆる組合休暇（ ）

3 3 22２ 夏季における休暇

5 5 20３ リフレッシュ・永年勤続休暇

24 24 1４ 生理休暇

５ 2 2 23
妊娠中の女性職員が妊娠障害のため勤務

することが著しく困難である場合

５ 介護休暇の取得状況

介護休暇については、全団体において国に準じた制度を導入しており、平成２７年度の取得状況

は、第５表のとおりです。介護休暇を取得した職員は９人（前年度５人）で、男性職員１人、女性

職員８人となっています。要介護者と職員との続柄をみると、父母が４人、子が５人となっていま

す。また、介護休暇の取得形式は、全日型中心が８人、時間型中心が１人となっています。

（平成２７年度） （単位：人）【第５表】介護休暇の取得状況

要介護者数（職員との続柄別）
介護休暇

配偶者 兄 弟
取得者数 配偶者 父 母 子 祖父母 孫 その他

の父母 姉 妹

男性職員 1 1

女性職員 8 3 5

計 9 4 5

休暇の取得形式 介護休暇承認期間

全日型 時間型 １月 １月超え ２月超え ３月超え ４月超え ５月
その他

中 心 中 心 以下 ２月以下 ３月以下 ４月以下 ５月以下 超え

男性職員 1 1

女性職員 7 1 3 5

計 8 1 4 5

６ 育児休業等の取得状況

平成２７年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員は、５４７人（前年度５６５人）で、

（ ）、 ． （ ．このうち実際に育児休業を取得した職員は１９２人 同１７８人 取得率は３５ １％ 同３１

５％）となっています （第６表 。。 ）

また、育児休業の承認期間については、６月超え１年以下の休業期間が最も多く、全体の３３％

を占めています（第７表 。）

育児短時間勤務について、条例を改正しており、施行後に取得者がいる団体は７市、それ以外の

１８市町では条例を改正していますが、施行後いまだ取得者がいません。

なお、平成２７年度の新規取得者はいませんでした （第９表）。
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（平成２７年度）【第６表】育児休業の取得者数

上段：平成２７年度の新規取得者
下段：前年度から引き続き取得している職員

（単位：人）

平成27年度中に新たに育児休業等が取得可能と
育児休業 部分休業

育児 なった職員
取得者数 取得者数

短時間勤務
うち育児休 うち部分休 うち育児短取得者数

（育児休業 業取得者数 業取得者数 時間勤務取

等対象者数） 得者数

16 5
男性職員 362 10

2

184 84
女性職員 185 182 10

204 91

200 89 0
計 547 192 10 0

（35.1％） （1.8％） （0.0％）204 93 0

（平成２７年度新規取得者） （単位：人）【第７表】育児休業の承認期間

6月以下 6月超え 1年超え 1年6月超え 2年超え 2年6月 計
1年以下 1年6月以下 2年以下 2年6月以下 超え

男性職員 16 16

女性職員 6 66 63 29 12 8 184

計 22 66 63 29 12 8 200
(100％）（11.0％） （33.0％） (31.5％） （14.5％） （6.0％） （4.0％）

（平成２７年度新規取得者） （単位：人）【第８表】部分休業の承認期間

1年以下 1年超え 2年超え 3年超え 4年超え 5年超え 計
2年以下 3年以下 4年以下 5年以下

男性職員 4 1 5

女性職員 67 7 1 8 1 84

計 71 7 1 1 8 1 89

１日の部分休業取得時間（平均）

30分以下 30分超え 60分超え 90分超え 計

60分以下 90分以下

1 3 1 5

9 44 11 20 84

10 47 11 21 89
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(平成２７年度新規取得者) （単位：人）【第９表】育児短時間勤務承認期間

育児短時間勤務承認期間

合計３月以下 ３月超え ６月超え ９月超え
６月以下 ９月以下

男性職員 0

女性職員 0

計 0 0 0 0 0

７ 自己啓発等休業の条例の制定状況等

平成２８年４月１日現在で条例を制定している団体は２２団体（１４市８町）で、平成２７年度

中の取得者は男性１人、女性 人でした。1

８ 配偶者同行休業の条例の制定状況等

平成２８年４月 日現在で条例を制定している団体は１９団体（１２市７町）で、平成２７年度1
中の取得者は女性 人でした。1

９ 修学部分休業の条例の制定状況等

平成２８年４月 日現在で条例を制定している団体は１６団体（１２市４町）で、平成２７年度1
中の取得者はいませんでした。

10 高齢者部分休業の条例の制定状況等

平成２８年４月１日現在で条例を制定している団体は１１団体（９市２町）で、平成２７年度中

の取得者は女性 人でした。1
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第２：競争試験等に関する事項 （市町）

１ 競争試験実施団体数の推移

上級試験又は大学卒業程度の試験（保健師等を含む。）を実施した団体は５団体（５市）、中級

試験又は短大卒業程度の試験（保育士等を含む。）を実施した団体は５団体（５市）、初級試験又

は高校卒業程度の試験を実施した団体は全団体となっています。

（単位：団体、％）【第１０表】競争試験実施団体数の推移

区分 上 級 実施率 中 級 実施率 初 級 実施率 その他 実施率

（％） （％） （％） （％）年度 試 験 試 験 試 験 の試験

平成２３ 6 23.1 5 19.2 26 100.0 0 0.0

平成２４ 6 23.1 5 19.2 26 100.0 0 0.0

平成２５ 5 19.2 7 26.9 26 100.0 0 0.0

平成２６ 6 24.0 5 20.0 25 100.0 1 4.0

平成２７ 5 20.0 5 20.0 25 100.0 1 4.0

２ 試験区分別受験者数及び合格者数の推移

試験区分別の受験者数及び合格者数の推移は第１１表のとおりです。

【上級試験又は大学卒業程度の試験】

受験者が１，０１９人で、合格者は１４９人でした。前年度に比べ、受験者数は１２２人（１

３．６％）の増加、合格者は１１人（８．０％）増加しました。競争率は６．８倍でした。

【中級試験又は短大卒業程度の試験】

受験者数が１４７人で、合格者は２２人でした。前年度に比べ、受験者数は５０人（５１．５

％）の増加、合格者数は６人（３７．５％）増加しました。競争率は６．７倍でした。

【初級試験又は高校卒業程度の試験】

受験者数が２，８９９人で、合格者は４７０人でした。前年度に比べ、受験者数は２１４人

（６．９％）の減少、合格者は変更ありませんでした。競争率は、６．２倍でした。

【その他の試験（専門職採用に関する試験）】

受験者数が２人で、合格者は１人でした。前年度に比べ、受験者数は１人（１００％）の増加、

合格者は変更ありませんでした。競争率は、２．０倍でした。なお、平成２３年度から平成２５年

度は実施されませんでした。

【全体（「その他の試験」を含む）】

受験者数が４，０６７人で、合格者数は６４２人でした。前年度に比べ受験者数は４１人（１．

０％）の減少、合格者数は１７人（２．７％）増加しました。競争率は６．３倍でした。
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【第１１表】試験区分別受験者数及び合格者数の推移

■上級試験又は大学卒業程度の試験

区分 受験者数 対前年 対前年 合格者数 対前年 対前年 競争率
増減数 増減率 増減数 増減率

（人） （人） （％） （人） （人） （％） （倍）年度

平成２３ 1,011 △317 △23.9 72 △51 △41.5 14.0

平成２４ 1,076 65 6.4 96 24 33.3 11.2

平成２５ 921 △155 △14.4 81 △15 △15.6 11.4

平成２６ 897 △24 △2.6 138 57 70.4 6.5

平成２７ 1,019 122 13.6 149 11 8.0 6.8

■中級試験又は短大卒業程度の試験

区分 受験者数 対前年 対前年 合格者数 対前年 対前年 競争率
増減数 増減率 増減数 増減率

（人） （人） （％） （人） （人） （％） （倍）年度

平成２３ 131 △101 △43.5 30 △12 △28.6 4.4

平成２４ 264 133 101.5 62 32 106.7 4.3

平成２５ 170 △94 △35.6 35 △27 △43.5 4.9

平成２６ 97 △73 △42.9 16 △19 △54.3 6.1

平成２７ 147 50 51.5 22 6 37.5 6.7

■初級試験又は高校卒業程度の試験

区分 受験者数 対前年 対前年 合格者数 対前年 対前年 競争率
増減数 増減率 増減数 増減率

（人） （人） （％） （人） （人） （％） （倍）年度

平成２３ 2,724 △80 △2.9 314 8 2.6 8.7

平成２４ 3,137 413 15.2 411 97 30.9 7.6

平成２５ 3,303 166 5.3 404 △7 △1.7 8.2

平成２６ 3,113 △190 △5.8 470 66 16.3 6.6

平成２７ 2,899 △214 △6.9 470 0 － 6.2

■その他の試験

区分 受験者数 対前年 対前年 合格者数 対前年 対前年 競争率
増減数 増減率 増減数 増減率

（人） （人） （％） （人） （人） （％） （倍）年度

平成２６ 1 1 1 1 1.0－ －

平成２７ 2 1 100 1 0 2.0－

※平成23年度から平成25年までは、実施団体なし。



- 8 -

■合計

区分 受験者数 対前年 対前年 合格者数 対前年 対前年 競争率
増減数 増減率 増減数 増減率

（人） （人） （％） （人） （人） （％） （倍）年度

平成２３ 3,866 △498 △11.4 416 △55 △11.7 9.3

平成２４ 4,477 611 15.8 569 153 36.8 7.9

平成２５ 4,394 △83 △1.9 520 △49 △8.6 8.5

平成２６ 4,108 △286 △6.5 625 105 20.2 6.6

平成２７ 4,067 △41 △1.0 642 17 2.7 6.3

３ 男女別合格者数の推移

平成２７年度の合格者における男女比率は、第１２表のとおり、男性５９．０％、女性４１．０

％、不明（競争試験の申込書に性別記入欄を設けていないため、性別が不明な者）が０．０％とな

っています。

【第１２表】男女別合格者数等の推移

区分 うち男性 うち女性 うち不明合格者数 （人） （人） （人）
年度 ） ） ）（人） （構成比 （構成比 （構成比

207 167 42平成２３ 416 （49.8％） （40.1％） （10.1％)

294 218 57平成２４ 569 （51.7％） （38.3％） （10.0％）

259 199 62平成２５ 520 （49.8％） （38.3％） （11.9％）

328 233 64平成２６ 625 （52.5％） （37.3％） （10.2％）

379 263 0平成２７ 642 （59.0％） （41.0％） （0.0％）
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第３：安全衛生に関する事項 （市町、一部事務組合及び広域連合）

１ 安全衛生管理体制の整備状況

平成２８年３月３１日現在の安全衛生管理体制の整備状況は第１３表のとおりです。

全体の安全衛生管理体制の整備状況は、総括安全衛生管理者１００．０％（２事業場）、安全管理者

１００．０％（６事業場 、衛生管理者 ％（６４事業場中６２事業場 、安全衛生推進者等９５．７） ）９６．９

％（８２３事業場中７８８事業場 、産業医９５．３％（６４事業場中６１事業場 、安全委員会１００．０） ）

％（５事業場 、衛生委員会９５．３％（６４事業場中６１事業場）となっています。）

（平成２８年３月３１日現在）【第１３表】安全衛生管理体制の整備状況

■市町

選任状況 総括安全 安全管理者 衛生管理者 安全衛生 産業医 安全委員会 衛生委員会
衛生管理者 推進者等

選 選 選 選 選 設 設
任 う 任 う 任 う 任 う 任 う 置 う 置 う
す ち 選 す ち 選 す ち 選 す ち 選 す ち 選 す ち 設 す ち 設
べ 選 べ 選 べ 選 べ 選 べ 選 べ 設 べ 設
き 任 任 き 任 任 き 任 任 き 任 任 き 任 任 き 置 置 き 置 置
事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事
業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率
場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場

(％) (％) (％) (％) (％) (％) (％)部 局 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数

2 2 100.0 3 3 100.0 40 40 100.0 169 163 96.4 40 40 100.0 3 3 100.0 40 40 100.0市 町 長

1 1 100.0 10 9 90.0 565 541 95.8 10 8 80.0 1 1 100.0 10 8 80.0教育委員会

7 6 85.7 519 496 95.6 7 5 71.4 7 5 71.4学 校

1 1 100.0 3 3 100.0 30 30 100.0 3 3 100.0 1 1 100.0 3 3 100.0学校 一般

16 15 93.8以外 給食

7 6 85.7 36 31 86.1 7 6 85.7 7 6 85.7消 防

2 2 100.0 2 2 100.0 15 15 100.0 2 2 100.0 1 1 100.0 2 2 100.0公 営 企 業

2 2 100.0 6 6 100.0 59 57 96.6 785 750 95.5 59 56 94.9 5 5 100.0 59 56 94.9計

■一部事務組合及び広域連合

選任状況 総括安全 安全管理者 衛生管理者 安全衛生 産業医 安全委員会 衛生委員会
衛生管理者 推進者等

選 選 選 選 選 設 設
任 う 任 う 任 う 任 う 任 う 置 う 置 う
す ち 選 す ち 選 す ち 選 す ち 選 す ち 選 す ち 設 す ち 設
べ 選 べ 選 べ 選 べ 選 べ 選 べ 設 べ 設
き 任 任 き 任 任 き 任 任 き 任 任 き 任 任 き 置 置 き 置 置
事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事
業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率
場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場

(％) (％) (％) (％) (％) (％) (％)部 局 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数

12 12 100.0市 町 長

教育委員会

学 校

学校 一般

以外 給食

4 4 100.0 25 25 100.0 4 4 100.0 4 4 100.0消 防

1 1 100.0 1 1 100.0 1 1 100.0 1 1 100.0公 営 企 業

5 5 100.0 38 38 100.0 5 5 100.0 5 5 100.0計
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■全体

選任状況 総括安全 安全管理者 衛生管理者 安全衛生 産業医 安全委員会 衛生委員会
衛生管理者 推進者等

選 選 選 選 選 設 設
任 う 任 う 任 う 任 う 任 う 置 う 置 う
す ち 選 す ち 選 す ち 選 す ち 選 す ち 選 す ち 設 す ち 設
べ 選 べ 選 べ 選 べ 選 べ 選 べ 設 べ 設
き 任 任 き 任 任 き 任 任 き 任 任 き 任 任 き 置 置 き 置 置
事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事 事
業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率 業 業 率
場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場 場

(％) (％) (％) (％) (％) (％) (％)部 局 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数

2 2 100.0 3 3 100.0 40 40 100.0 181 175 96.7 40 40 100.0 3 3 100.0 40 40 100.0市 町 長

1 1 100.0 10 9 90.0 565 541 95.8 10 8 80.0 1 1 100.0 10 8 80.0教育委員会

7 6 85.7 519 496 95.6 7 5 71.4 7 5 71.4学 校

1 1 100.0 3 3 100.0 30 30 100.0 3 3 100.0 1 1 100.0 3 3 100.0学校 一般

16 15 93.8以外 給食

11 10 90.9 61 56 91.8 11 10 90.9 11 10 90.9消 防

2 2 100.0 3 3 100.0 16 16 100.0 3 3 100.0 1 1 100.0 3 3 100.0公 営 企 業

2 2 100.0 6 6 100.0 64 62 96.9 823 788 95.7 64 61 95.3 5 5 100.0 64 61 95.3計

２ 産業医の報酬額

産業医については、第１４表のとおり、選任されている５７人のすべてが嘱託医であり、そのうち、報酬

を支給されている者は４３人となっています。

平均の報酬月額は、市町長部局では３６，４０３円、教育委員会部局では３９，０００円、消防部局では

２４，３７３円となっています。

（平成２８年３月３１日現在 （※公営企業を除く ）【第１４表】産業医の報酬額 ） 。

専 属 医 嘱 託 医
実

選 実 実
無 報 無 報

任 選 報 酬 選 報 酬
酬 支 左の 平均の 酬 支 左の 平均の

者 報 月 報酬月額 任 の 給 報酬月額 報酬月額任 の 給 酬 額
者 の の計 者 の の計

数 者 の 者 者 の 者
数 の 数 の

数 数 数 数
（円） (円) （円） (円)部 局

37 0 37 2 35 1,274,104 36,403市 町 長

9 0 9 8 1 39,000 39,000教育委員会

11 0 11 4 7 170,613 24,373消 防

57 0 57 14 43 1,483,717計



- 11 -

３ 心理的な負担の程度を把握するための検査の実施状況

平成２８年３月３１日現在の心理的な負担の程度を把握するための検査の実施状況は第１５表のとおりで

す。

常時５０人以上の職員を使用する事業場における心理的な負担の程度を把握するための検査実施事業場率

は、全体で３２．８％（２１／６４事業場 、常時５０人未満の職員を使用する事業場における心理的な負）

担の程度を把握するための検査実施事業場率は、全体で３６．９％（４３２／１１７１事業場）となってい

ます。

（注）心理的な負担の程度を把握するための検査（以下「ストレスチェック」という ）は、１年以内ごと。

に１回実施しなければならないこととされており、このことを規定する労働安全衛生法の一部を改正

する法律（平成２６年法律第８２号）及び労働安全衛生法の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労

働省関係省令の整備に関する省令（平成２７年厚生労働省令第９４号）は平成２７年１２月１日から

施行されたため、平成２８年１１月３０日までに第１回目のストレスチェックを実施しなければなら

ないが、同法令の施行日から本調査の対象期間である平成２８年３月３１日までは４か月間であるこ

とに留意する必要がある。

（平成２８年３月３１日現在）【第１５表】心理的な負担の程度を把握するための検査の実施状況

■市町

常時５０人以上の職員を使用する事業場 常時５０人未満の職員を使用する事業場

検査を実施した 検査実施事業場率 検査を実施した 検査実施事業場率

事業場 (％) 事業場 (％)部局 事業場 事業場

４０ １３ ３２．５ ３２８ １２８ ３９．０市 町 長

１０ ３ ３０．０ ７３０ ２７７ ３７．９教育委員会

７ ２ ２８．６ ５２４ １７４ ３３．２学 校

３ １ ３３．３ １７１ ８９ ５２．０学校 一般

０ ０ ０．０ ３５ １４ ４０．０以外 給食

７ ３ ４２．９ ４０ １５ ３７．５消 防

２ １ ５０．０ ２３ ５ ２１．７公 営 企 業

５９ ２０ ３３．９ １１２１ ４２５ ３７．９計

■一部事務組合及び広域連合

常時５０人以上の職員を使用する事業場 常時５０人未満の職員を使用する事業場

検査を実施した 検査実施事業場率 検査を実施した 検査実施事業場率

事業場 (％) 事業場 (％)部局 事業場 事業場

０ ０ ０．０ ２１ ４ １９．０市 町 長

０ ０ ０．０ １ ０ ０．０教育委員会

０ ０ ０．０ ０ ０ ０．０学 校

０ ０ ０．０ １ ０ ０．０学校 一般

０ ０ ０．０ ０ ０ ０．０以外 給食

４ １ ２５．０ ２５ ２ ８．０消 防

１ ０ ０．０ ３ １ ３３．３公 営 企 業

５ １ ２０．０ ５０ ７ １４．０計
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■全体

常時５０人以上の職員を使用する事業場 常時５０人未満の職員を使用する事業場

検査を実施した 検査実施事業場率 検査を実施した 検査実施事業場率

事業場 (％) 事業場 (％)部局 事業場 事業場

４０ １３ ３２．５ ３４９ １３２ ３７．８市 町 長

１０ ３ ３０．０ ７３１ ２７７ ３７．９教育委員会

７ ２ ２８．６ ５２４ １７４ ３３．２学 校

３ １ ３３．３ １７２ ８９ ５１．７学校 一般

０ ０ ０．０ ３５ １４ ４０．０以外 給食

１１ ４ ３６．４ ６５ １７ ２６．２消 防

３ １ ３３．３ ２６ ６ ２３．１公 営 企 業

６４ ２１ ３２．８ １１７１ ４３２ ３６．９計
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第４：個別表



１　勤務時間の状況（平成28年４月１日現在）

休息時間の廃止時期

～
H20.3.31

12:00
～

13:00

12:00
～

12:45

12:15
～

13:00

その他
（記入）

導入 検討中 予定なし

1 宇 都 宮 市 38：45 ○ ○ ○ 15分

2 足 利 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

3 栃 木 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

4 佐 野 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

5 鹿 沼 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

6 日 光 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

7 小 山 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

8 真 岡 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

9 大 田 原 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

10 矢 板 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

11 那 須 塩 原 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

12 さ く ら 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

13 那 須 烏 山 市 38：45 ○ ○ ○ 1:00

14 下 野 市 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

15 上 三 川 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

16 益 子 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

17 茂 木 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

18 市 貝 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

19 芳 賀 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

20 壬 生 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

21 野 木 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

22 塩 谷 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

23 高 根 沢 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

24 那 須 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

25 那 珂 川 町 38：45 ○ ○ ○ 7:45又は4:00

14 14 0 0 0 14 0
11 11 0 0 0 11 0 0
25 25 0 0 0 0 25 0 0

時間外
代休時間
指定単位

町　計
合　計

時差
通勤

育児・介護のための早出・遅出
フレック
スタイム
制　度

団体名
1週間の
正 規 の
勤務時間

休 憩 時 間

市　計

-
1
4
 -



２　年次有給休暇の取得状況

（A) （B) （C) （B）/（C) （B）/（A)
(日) (日) (人) (日) (％)

1 宇 都 宮 市 75,017.0 25,355.7 1,983 12.8 33.8 ○

2 足 利 市 23,073.0 4,791.9 600 8.0 20.8 ○

3 栃 木 市 31,243.0 7,870.4 814 9.7 25.2 ○

4 佐 野 市 19,785.4 5,069.7 513 9.9 25.6 ○

5 鹿 沼 市 22,969.0 6,942.2 601 11.6 30.2 ○

6 日 光 市 22,966.0 6,948.0 622 11.2 30.3 ○

7 小 山 市 28,866.5 6,178.4 747 8.3 21.4 ○

8 真 岡 市 12,374.0 3,071.9 321 9.6 24.8 ○

9 大 田 原 市 17,614.0 4,722.6 452 10.4 26.8 ○

10 矢 板 市 6,565.0 1,786.8 173 10.3 27.2 ○

11 那須塩原市 29,171.0 8,952.6 781 11.5 30.7 ○

12 さ く ら 市 9,253.0 2,720.0 247 11.0 29.4 ○

13 那須烏山市 7,644.0 1,738.0 197 8.8 22.7 ○

14 下 野 市 10,976.0 3,252.0 287 11.3 29.6 ○

15 上 三 川 町 5,860.0 1,403.4 154 9.1 23.9 ○

16 益 子 町 4,184.0 764.9 108 7.1 18.3 ○

17 茂 木 町 3,755.0 811.0 96 8.4 21.6 ○

18 市 貝 町 2,736.7 659.7 73 9.0 24.1 ○

19 芳 賀 町 3,669.0 1,033.1 96 10.8 28.2 ○

20 壬 生 町 9,516.0 2,628.2 245 10.7 27.6 ○

21 野 木 町 4,370.0 682.7 113 6.0 15.6 ○

22 塩 谷 町 3,923.0 816.2 99 8.2 20.8 ○

23 高 根 沢 町 4,463.0 1,179.6 116 10.2 26.4 ○

24 那 須 町 7,613.0 2,091.0 198 10.6 27.5 ○

25 那 珂 川 町 5,672.0 1,351.0 146 9.3 23.8 ○

317,516.9 89,400.2 8,338 10.7 28.2 14

55,761.7 13,420.8 1,444 9.3 24.1 11

373,278.6 102,821.0 9,782 10.5 27.5 25

平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日の実績

暦年 年度

付与単位消化率平均取得日数全対象職員数
団体名

町　計

合　計

総取得日数総付与日数

市　計

- 15 -



３　介護休暇の取得状況（平成２７年度：男女計）
（単位：人）

配偶者 父 母 子
配偶者
の父母

祖父母
兄弟
姉妹

孫 その他
全日型
中心

時間型
中心

その他 １月以下
１月超え
２月以下

２月超え
３月以下

３月超え
４月以下

４月超え
５月以下

５月超え

1 宇 都 宮 市 2 2 1 1 1 1
2 足 利 市

3 栃 木 市

4 佐 野 市

5 鹿 沼 市 1 1 1 1
6 日 光 市

7 小 山 市

8 真 岡 市

9 大 田 原 市

10 矢 板 市 1 1 1 1
11 那 須 塩 原 市

12 さ く ら 市 1 1 1 1
13 那 須 烏 山 市 2 2 2 2
14 下 野 市

15 上 三 川 町

16 益 子 町 1 1 1 1
17 茂 木 町

18 市 貝 町

19 芳 賀 町 1 1 1 1
20 壬 生 町

21 野 木 町

22 塩 谷 町

23 高 根 沢 町

24 那 須 町

25 那 珂 川 町

7 4 3 6 1 4 3
2 2 2 2
9 4 5 8 1 4 5

団体名

市　計

町　計

合　計

介　護　休　暇　承　認　期　間要介護者数（職員との続柄別） 休暇の取得形式
介護休暇
取得者数

-
1
6
 -



４　育児休業等の取得状況（平成２７年度：男女計）

うち育児休業
取得者数

うち部分休業
取得者数

うち育児短時
間勤務取得者
数

1 宇都宮市 49 23 47 1 134 48
2 足利市 9 11 23 26 33 9
3 栃木市 22 5 26 3 55 21
4 佐野市 10 8 6 10 45 10
5 鹿沼市 7 8 8 18 28 7
6 日光市 9 9 9 15 30 9
7 小山市 15 9 13 13 41 11
8 真岡市 1 4 11 1
9 大田原市 7 1 1 18 7

10 矢板市 3 2 5 7 3
11 那須塩原市 16 9 20 2 36 16 9
12 さくら市 5 2 3 12 5
13 那須烏山市 3 1 2 1 5 3
14 下野市 4 5 10 4
15 上三川町 4 1 8 5
16 益子町 3 5 6
17 茂木町 1 1 4 7 1 1
18 市貝町 4 1 6 4
19 芳賀町 1 1 2 1
20 壬生町 3 4 10 3
21 野木町 2 6 3 2
22 塩谷町 1 1 1
23 高根沢町 3 4 2 5 3
24 那須町 6 5 2 13 6
25 那珂川町 12 1 21 12

160 88 172 89 465 154 9
40 1 32 4 82 38 1
200 89 204 93 547 192 10

育児休業取得
者数

部分休業取得
者数

育児短時間勤
務取得者数

育児休業取得
者数

平成27年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員
（育児休業対象者数）

NO 市町村名

H27年度新規取得者 前年度からの継続者

部分休業取得
者数

育児短時間勤
務取得者数

市　計
町　計
合　計

-
1
7
 -



1 宇都宮市 10 13 13 8 3 2 49 23 23 3 15 2 3 23
2 足利市 1 2 4 2 9 11 11 1 2 8 11
3 栃木市 1 7 11 1 1 1 22 5 5 1 3 1 5
4 佐野市 1 3 3 3 10 5 1 1 1 8 2 5 1 8
5 鹿沼市 5 1 1 7 8 8 1 7 8
6 日光市 2 4 1 1 1 9 1 5 3 9 2 3 2 2 9
7 小山市 5 4 3 1 2 15 9 9 6 1 2 9
8 真岡市 1 1
9 大田原市 2 4 1 7 1 1 1 1

10 矢板市 3 3 2 2 2 2
11 那須塩原市 1 5 2 5 1 2 16 5 1 3 9 5 3 1 9
12 さくら市 1 4 5 1 1 2 2 2
13 那須烏山市 2 1 3 1 1 1 1
14 下野市 1 1 1 1 4
15 上三川町 4 4
16 益子町 1 1 1 3
17 茂木町 1 1 1 1 1 1
18 市貝町 4 4
19 芳賀町 1 1
20 壬生町 1 1 1 3
21 野木町 2 2
22 塩谷町 1 1
23 高根沢町 1 1 1 3
24 那須町 2 4 6
25 那珂川町 1 5 6 12

20 52 43 26 12 7 160 70 7 1 1 8 1 88 10 46 11 21 88
2 14 20 3 1 40 1 1 1 1
22 66 63 29 12 8 200 71 7 1 1 8 1 89 10 47 11 21 89

１年
超え
２年
以下

２年
超え
３年
以下

５年
超え

合計

３年
超え
４年
以下

４年
超え
５年
以下

30分
以下

30分
超え
60分
以下

9月超
え

合計

60分
超え
90分
以下

90分
超え

合計
3月以
下

3月超
え6月
以下

6月超
え9月
以下

６月
超え
１年
以下

育児短時間勤務承認期間育児休業承認期間 部分休業承認期間 １日の部分休業取得時間（平均）

１年
超え
１年
６月
以下

１年
６月
超え
２年
以下

２年
超え
２年
６月
以下

２年
６月
超え

合計
１年
以下

６月
以下

NO 市町村名

市　計
町村計
合　計

-
1
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 -



　５　職員採用競争試験の実施状況（平成２７年度）

うち
女性

うち
不明

うち
女性

うち
不明

うち
女性

うち
不明

うち
女性

うち
不明

うち
女性

うち
不明

うち
女性

うち
不明

うち
女性

うち
不明

うち
女性

うち
不明

うち
女性

うち
不明

うち
女性

うち
不明

1 宇 都 宮 市 872 320 120 39 62 54 9 9 29 10 7 3 963 384 136 51

2 足 利 市 6 6 2 2 329 114 66 26 335 120 68 28

3 栃 木 市 8 6 3 3 18 15 5 5 273 84 36 12 299 105 44 20

4 佐 野 市 233 86 47 21 233 86 47 21

5 鹿 沼 市 185 65 29 10 185 65 29 10

6 日 光 市 22 18 2 156 42 23 5 178 60 25 5

7 小 山 市 12 9 4 4 22 21 3 2 292 73 64 19 326 103 71 25

8 真 岡 市 121 41 20 6 23 21 3 3 19 10 1 1 163 72 24 10

9 大 田 原 市 88 32 10 4 88 32 10 4

10 矢 板 市 36 11 10 4 36 11 10 4

11 那 須 塩 原 市 451 169 33 19 451 169 33 19

12 さ く ら 市 119 53 16 6 119 53 16 6

13 那 須 烏 山 市 47 23 13 8 47 23 13 8

14 下 野 市 123 39 13 6 123 39 13 6

15 上 三 川 町 77 25 14 6 2 1 79 25 15 6

16 益 子 町 21 9 6 3 21 9 6 3

17 茂 木 町 27 10 6 2 27 10 6 2

18 市 貝 町 31 12 7 3 31 12 7 3

19 芳 賀 町 51 19 5 2 51 19 5 2

20 壬 生 町 58 25 12 6 58 25 12 6

21 野 木 町 40 9 14 1 40 9 14 1

22 塩 谷 町 20 11 9 5 20 11 9 5

23 高 根 沢 町 87 36 9 6 87 36 9 6

24 那 須 町 46 18 7 2 46 18 7 2

25 那 珂 川 町 61 30 13 10 61 30 13 10

1,019 382 149 54 147 129 22 19 2,380 811 368 144 3,546 1,322 539 217

519 204 102 46 2 1 521 204 103 46

1,019 382 149 54 147 129 22 19 2,899 1,015 470 190 2 1 4,067 1,526 642 263

その他の試験

町  計

合　計

区分 合格者数 合格者数

上級試験又は大学卒業程度の試験 中級試験又は短大卒業程度の試験

市　計

合　　　計初級試験又は高校卒業程度の試験

受験者数 受験者数 受験者数 合格者数受験者数 合格者数 受験者数 合格者数
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６　安全衛生管理体制の整備状況【市町】（平成２８年３月３１日現在）
〔その１〕長部局

選任状況

1 宇 都 宮 市 1 1 100.0% 1 1 100.0% 7 7 10 100.0% 22 20 90.9% 7 7 7 2 100.0% 1 1 100.0% 7 7 100.0% 1

2 足 利 市 1 1 1 100.0% 17 14 82.4% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

3 栃 木 市 5 5 8 100.0% 16 15 93.8% 5 5 6 6 100.0% 5 5 100.0%

4 佐 野 市 1 1 100.0% 2 2 4 100.0% 21 21 100.0% 2 2 2 2 100.0% 1 1 100.0% 2 2 100.0% 1

5 鹿 沼 市 1 1 100.0% 1 1 100.0% 2 2 2 100.0% 2 2 100.0% 2 2 2 2 100.0% 1 1 100.0% 2 2 100.0% 1

6 日 光 市 1 1 4 100.0% 19 19 100.0% 1 1 1 3 100.0% 1 1 100.0%

7 小 山 市 2 2 3 100.0% 14 14 100.0% 2 2 2 1 100.0% 2 2 100.0%

8 真 岡 市 1 1 2 100.0% 5 5 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

9 大 田 原 市 1 1 2 100.0% 5 5 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

10 矢 板 市 1 1 1 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

11 那須塩原市 2 2 4 100.0% 16 16 100.0% 2 2 2 3 100.0% 2 2 100.0%

12 さ く ら 市 1 1 2 100.0% 3 3 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

13 那須烏山市 1 1 2 100.0% 3 3 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

14 下 野 市 2 2 2 100.0% 8 8 100.0% 2 2 2 1 100.0% 2 2 100.0%

15 上 三 川 町 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

16 益 子 町 1 1 1 100.0% 2 2 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

17 茂 木 町 1 1 1 100.0% 4 4 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

18 市 貝 町 1 1 1 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

19 芳 賀 町 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

20 壬 生 町 1 1 1 100.0% 5 5 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

21 野 木 町 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

22 塩 谷 町 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

23 高 根 沢 町 1 1 1 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

24 那 須 町 1 1 1 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

25 那 珂 川 町 1 1 1 100.0% 3 3 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

2 2 100.0% 3 3 100.0% 29 29 47 100.0% 151 145 96.0% 29 29 30 26 100.0% 3 3 100.0% 29 29 100.0% 3

11 11 11 100.0% 18 18 100.0% 11 11 11 11 100.0% 11 11 100.0%

2 2 100.0% 3 3 100.0% 40 40 58 100.0% 169 163 96.4% 40 40 41 37 100.0% 3 3 100.0% 40 40 100.0% 3合　計
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（

再
掲
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 団体名

選
任
率

選
任
率

安全管理者 安全衛生推進者等 産業医衛生管理者総括安全衛生管理者

選
任
す
べ
き

事
業
場
数

-
2
0
 -



６　安全衛生管理体制の整備状況【市町】（平成２８年３月３１日現在）
〔その２〕教育委員会

選任状況

1 宇 都 宮 市 1 1 100.0% 3 3 3 100.0% 97 96 99.0% 3 3 3 3 100.0% 1 1 100.0% 3 3 100.0% 1

2 足 利 市 1 1 1 100.0% 34 21 61.8% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

3 栃 木 市 44 44 100.0%

4 佐 野 市 38 38 100.0%

5 鹿 沼 市 1 1 1 100.0% 36 36 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

6 日 光 市 38 38 100.0%

7 小 山 市 1 1 1 100.0% 40 40 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

8 真 岡 市 1 0 0 0.0% 28 18 64.3% 1 0 0 0 0.0% 1 0 0.0%

9 大 田 原 市 1 1 1 100.0% 30 30 100.0% 1 0 0 0 0.0% 1 0 0.0%

10 矢 板 市 14 14 100.0%

11 那須塩原市 2 2 2 100.0% 31 31 100.0% 2 2 2 3 100.0% 2 2 100.0%

12 さ く ら 市 10 10 100.0%

13 那須烏山市 8 8 100.0%

14 下 野 市 19 19 100.0%

15 上 三 川 町 11 11 100.0%

16 益 子 町 9 9 100.0%

17 茂 木 町 9 9 100.0%

18 市 貝 町 4 4 100.0%

19 芳 賀 町 5 5 100.0%

20 壬 生 町 12 12 100.0%

21 野 木 町 10 10 100.0%

22 塩 谷 町 6 6 100.0%

23 高 根 沢 町 11 11 100.0%

24 那 須 町 14 14 100.0%

25 那 珂 川 町 7 7 100.0%

1 1 100.0% 10 9 9 90.0% 467 443 94.9% 10 8 8 9 80.0% 1 1 100.0% 10 8 80.0% 1

98 98 100.0%

1 1 100.0% 10 9 9 90.0% 565 541 95.8% 10 8 8 9 80.0% 1 1 100.0% 10 8 80.0% 1合　計
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６　安全衛生管理体制の整備状況【市町】（平成２８年３月３１日現在）
〔その３〕消防

選任状況

1 宇 都 宮 市 1 1 1 100.0% 12 12 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

2 足 利 市 1 1 1 100.0% 4 3 75.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

3 栃 木 市 1 1 1 100.0% 5 5 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

4 佐 野 市 1 1 1 100.0% 2 2 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

5 鹿 沼 市 1 1 1 100.0% 3 3 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

6 日 光 市 1 0 0 0.0% 4 0 0.0% 1 0 0 0 0.0% 1 0 0.0%

7 小 山 市 1 1 1 100.0% 6 6 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

8 真 岡 市

9 大 田 原 市

10 矢 板 市

11 那須塩原市

12 さ く ら 市

13 那須烏山市

14 下 野 市

15 上 三 川 町

16 益 子 町

17 茂 木 町

18 市 貝 町

19 芳 賀 町

20 壬 生 町

21 野 木 町

22 塩 谷 町

23 高 根 沢 町

24 那 須 町

25 那 珂 川 町

7 6 6 85.7% 36 31 86.1% 7 6 6 6 85.7% 7 6 85.7%

7 6 6 85.7% 36 31 86.1% 7 6 6 6 85.7% 7 6 85.7%合　計
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６　安全衛生管理体制の整備状況【市町】（平成２８年３月３１日現在）
〔その４〕公営企業

選任状況

1 宇 都 宮 市 1 1 100.0% 1 1 2 100.0% 2 2 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1

2 足 利 市 1 1 100.0% 1 1 1 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

3 栃 木 市 1 1 100.0%

4 佐 野 市 1 1 100.0%

5 鹿 沼 市 1 1 100.0%

6 日 光 市 1 1 100.0%

7 小 山 市 1 1 100.0%

8 真 岡 市 1 1 100.0%

9 大 田 原 市 1 1 100.0%

10 矢 板 市 1 1 100.0%

11 那須塩原市

12 さ く ら 市

13 那須烏山市

14 下 野 市 1 1 100.0%

15 上 三 川 町

16 益 子 町

17 茂 木 町 1 1 100.0%

18 市 貝 町

19 芳 賀 町

20 壬 生 町

21 野 木 町

22 塩 谷 町

23 高 根 沢 町 1 1 100.0%

24 那 須 町 1 1 100.0%

25 那 珂 川 町 1 1 100.0%

2 2 100.0% 2 2 3 100.0% 11 11 100.0% 2 2 2 2 100.0% 1 1 100.0% 2 2 100.0% 1

4 4 100.0%

2 2 100.0% 2 2 3 100.0% 15 15 100.0% 2 2 2 2 100.0% 1 1 100.0% 2 2 100.0% 1
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６　安全衛生管理体制の整備状況【市町】（平成２８年３月３１日現在）
〔その５〕合計

選任状況

1 宇 都 宮 市 1 1 100.0% 3 3 100.0% 12 12 16 100.0% 133 130 97.7% 12 12 12 7 100.0% 3 3 100.0% 12 12 100.0% 3

2 足 利 市 1 1 100.0% 4 4 4 100.0% 55 38 69.1% 4 4 4 4 100.0% 4 4 100.0%

3 栃 木 市 6 6 9 100.0% 66 65 98.5% 6 6 7 7 100.0% 6 6 100.0%

4 佐 野 市 1 1 100.0% 3 3 5 100.0% 62 62 100.0% 3 3 3 3 100.0% 1 1 100.0% 3 3 100.0% 1

5 鹿 沼 市 1 1 100.0% 1 1 100.0% 4 4 4 100.0% 42 42 100.0% 4 4 4 4 100.0% 1 1 100.0% 4 4 100.0% 1

6 日 光 市 2 1 4 50.0% 62 58 93.5% 2 1 1 3 50.0% 2 1 50.0%

7 小 山 市 4 4 5 100.0% 61 61 100.0% 4 4 4 3 100.0% 4 4 100.0%

8 真 岡 市 2 1 2 50.0% 34 24 70.6% 2 1 1 1 50.0% 2 1 50.0%

9 大 田 原 市 2 2 3 100.0% 36 36 100.0% 2 1 1 1 50.0% 2 1 50.0%

10 矢 板 市 1 1 1 100.0% 15 15 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

11 那須塩原市 4 4 6 100.0% 47 47 100.0% 4 4 4 6 100.0% 4 4 100.0%

12 さ く ら 市 1 1 2 100.0% 13 13 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

13 那須烏山市 1 1 2 100.0% 11 11 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

14 下 野 市 2 2 2 100.0% 28 28 100.0% 2 2 2 1 100.0% 2 2 100.0%

15 上 三 川 町 1 1 1 100.0% 12 12 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

16 益 子 町 1 1 1 100.0% 11 11 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

17 茂 木 町 1 1 1 100.0% 14 14 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

18 市 貝 町 1 1 1 100.0% 4 4 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

19 芳 賀 町 1 1 1 100.0% 6 6 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

20 壬 生 町 1 1 1 100.0% 17 17 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

21 野 木 町 1 1 1 100.0% 11 11 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

22 塩 谷 町 1 1 1 100.0% 7 7 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

23 高 根 沢 町 1 1 1 100.0% 12 12 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

24 那 須 町 1 1 1 100.0% 15 15 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

25 那 珂 川 町 1 1 1 100.0% 11 11 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

2 2 100.0% 6 6 100.0% 48 46 65 95.8% 665 630 94.7% 48 45 46 43 93.8% 5 5 100.0% 48 45 93.8% 5

11 11 11 100.0% 120 120 100.0% 11 11 11 11 100.0% 11 11 100.0%

2 2 100.0% 6 6 100.0% 59 57 76 96.6% 785 750 95.5% 59 56 57 54 94.9% 5 5 100.0% 59 56 94.9% 5
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６　安全衛生管理体制の整備状況【一部事務組合及び広域連合】（平成２８年３月３１日現在）

選任状況

1 那須地区広域行政事務組合 1 1 100.0%

2 佐野地区衛生施設組合

3 黒磯那須共同火葬場組合

4 芳賀郡中部環境衛生事務組合 1 1 100.0%

5 宇都宮市街地開発組合

6 石橋地区消防組合 1 1 1 100.0% 2 2 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

7 芳賀中部上水道企業団 1 1 100.0%

8 芳賀地区広域行政事務組合 1 1 1 100.0% 9 9 100.0% 1 1 1 1 100.0% 1 1 100.0%

9 南那須地区広域行政事務組合 2 2 2 100.0% 3 3 100.0% 2 2 2 2 100.0% 2 2 100.0%

10 黒磯那須公設地方卸売市場事務組合

11 塩谷広域行政組合 8 8 100.0%

12 小山広域保健衛生組合 1 1 100.0%

13 宇都宮西中核工業団地事務組合

14 栃木県南公設地方卸売市場事務組合

15 栃木県市町村総合事務組合 1 1 100.0%

16 栃木県後期高齢者医療広域連合 1 1 100.0%

17 那須地区消防組合 1 1 1 100.0% 10 10 100.0% 1 1 2 2 100.0% 1 1 100.0%

5 5 5 100.0% 38 38 100.0% 5 5 6 6 100.0% 5 5 100.0%
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　７　産業医の報酬額の実績（嘱託医）【市町】（平成２８年３月３１日現在）
（単位：人、円）

部局

  団体名 無報酬 報酬支給 無報酬 報酬支給 無報酬 報酬支給 無報酬 報酬支給

1 宇 都 宮 市 2 2 282,000 3 3 1 1 6 4 2 282,000

2 足 利 市 1 1 8,000 1 1 1 1 3 2 1 8,000

3 栃 木 市 6 6 174,113 1 1 23,113 7 7 197,226

4 佐 野 市 2 2 76,000 1 1 3 1 2 76,000

5 鹿 沼 市 2 2 78,000 1 1 39,000 1 1 39,000 4 4 156,000

6 日 光 市 3 3 37,500 3 3 37,500

7 小 山 市 1 1 50,000 1 1 1 1 3 2 1 50,000

8 真 岡 市 1 1 20,833 1 1 20,833

9 大 田 原 市 1 1 30,000 1 1 30,000

10 矢 板 市 1 1 30,000 1 1 30,000

11 那須塩原市 3 3 114,000 3 3 6 3 3 114,000

12 さ く ら 市 1 1 75,000 1 1 75,000

13 那須烏山市 1 1 1 1

14 下 野 市 1 1 30,000 1 1 30,000

15 上 三 川 町 1 1 40,000 1 1 40,000

16 益 子 町 1 1 20,000 1 1 20,000

17 茂 木 町 1 1 10,000 1 1 10,000

18 市 貝 町 1 1 10,833 1 1 10,833

19 芳 賀 町 1 1 10,833 1 1 10,833

20 壬 生 町 1 1 36,100 1 1 36,100

21 野 木 町 1 1 23,225 1 1 23,225

22 塩 谷 町 1 1 12,667 1 1 12,667

23 高 根 沢 町 1 1 75,000 1 1 75,000

24 那 須 町 1 1 30,000 1 1 30,000

25 那 珂 川 町 1 1 1 1
(40,218) (39,000) (31,057) (39,520)

26 1 25 1,005,446 9 8 1 39,000 6 4 2 62,113 41 13 28 1,106,559 
(26,866) (26,866)

11 1 10 268,658 11 1 10 268,658 
(36,403) (39,000) (31,057) (36,190)

37 2 35 1,274,104 9 8 1 39,000 6 4 2 62,113 52 14 38 1,375,217 
※ （　）は、平均報酬月額
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７　産業医の報酬額の実績（嘱託医）【一部事務組合及び広域連合】（平成２８年３月３１日現在）
（単位：人、円）

部局

       団体名 無報酬 報酬支給 無報酬 報酬支給 無報酬 報酬支給 無報酬 報酬支給

1 那須地区広域行政事務組合

2 佐野地区衛生施設組合

3 黒磯那須共同火葬場組合

4 芳賀郡中部環境衛生事務組合

5 宇都宮市街地開発組合

6 石橋地区消防組合 1 1 20,000 1 1 20,000

7 芳賀中部上水道企業団

8 芳賀地区広域行政事務組合 1 1 10,000 1 1 10,000

9 南那須地区広域行政事務組合 1 1 2,500 1 1 2,500

10 黒磯那須公設地方卸売市場事務組合

11 塩谷広域行政組合

12 小山広域保健衛生組合

13 宇都宮西中核工業団地事務組合

14 栃木県南公設地方卸売市場事務組合

15 栃木県市町村総合事務組合

16 栃木県後期高齢者医療広域連合

17 那須地区消防組合 2 2 76,000 2 2 76,000

(21,700) (21,700)

5 5 108,500 5 5 108,500 

※ （　）は、平均報酬月額

報酬月額
の計

実選任
者数

報酬月額
の計

教育委員会 合計消防長部局

合　計

実選任
者数

報酬月額
の計

実選任
者数

報酬月額
の計

実選任
者数
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